
環境省 北海道地⽅環境事務所

令和6年度大規模災害時北海道ブロック協議会
計画策定・改定WG
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資料３

～基礎的数値の算出方法について（その3）～

演習問題

1

仮置場必要面積

北海道地震被害想定調査
結果（H30.2）に示される、
最も災害廃棄物発⽣量が多
くなる災害について計算してい
ただきます。

基礎的数値の推計のうち、本日は下記の項目について、
具体的に計算を⾏っていただきます。

それぞれ、

推計方法の説明 → 演習問題 → 皆さんが計算 → 答え合わせ

の順に進めていきます。

共通事項

2

■北海道地震被害想定調査結果（H30.2）に示される地震から各市町村で
建物被害が最も大きい災害について計算していただきます。

仮置場必要面積の推計に使用する共通情報は資料4に整理しています。

地震市町村

函館平野西縁断層帯（モデル45_3）の地震函館市

十勝沖の地震釧路市

野幌丘陵断層帯（モデル45_1)の地震江別市

沼田－砂川付近の断層帯（モデル30_4）の地震深川市

北海道留萌沖（走向N193°E、モデルNo.1）の地震真狩村

増毛山地東縁断層帯（モデル45_2）の地震北竜町

北海道北西沖（モデルNo.5）の地震礼文町

標津断層帯（モデル45_5）の地震別海町

標津断層帯（モデル45_5）の地震中標津町

3

災害廃棄物全体量の推計方法 第3版ワークシートp27

【復習】災害廃棄物全体量
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災害廃棄物全体量の推計方法 第3版ワークシートp28

【復習】災害廃棄物全体量
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災害廃棄物全体量の推計方法 第3版ワークシートp28

 ワークシートでは「地震（揺れ）」、「水害」の組成割合を記載していますので
適宜、修正してください。

地震（揺れ） 水害

【復習】災害廃棄物全体量

建物解体に伴い発⽣する災害廃棄物量（Y1）の推計過程

木造全壊棟数
（ ）棟

木造半壊棟数
（ ）棟

非木造全壊棟数
（ ）棟

非木造半壊棟数
（ ）棟

全壊解体率
（ 0.75 ）

木造全壊の
解体棟数
（ ）棟

木造半壊の
解体棟数
（ ）棟

非木造全壊の
解体棟数
（ ）棟

非木造半壊の
解体棟数
（ ）棟

全壊棟数
（ ）棟

半壊棟数
（ ）棟

北海道の
木造比率
（ 89.2 ）％

6

北海道の
非木造比率
（ 10.8 ）％

木造解体棟数
（ ）棟

非木造解体棟数
（ ）棟

赤：全壊棟数のフロー
青：半壊棟数のフロー

次頁のフローに続きます

【復習】災害廃棄物全体量

北海道の
木造比率
（ 89.2 ）％

北海道の
非木造比率
（ 10.8 ）％

全壊解体率
（ 0.75 ）

半壊解体率
（ 0.25 ）

半壊解体率
（ 0.25 ）

木造解体棟数
（ ）棟

非木造解体棟数
（ ）棟

木造建物の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

非木造建物の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

建物解体に伴い発生する
災害廃棄物量（Y1）
（ ）ｔ
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建物解体に伴い発⽣する災害廃棄物量（Y1）の推計過程

非木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量※

（ ）ｔ/棟

木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量※

（ ）ｔ/棟

※建物1棟あたりの災害廃棄物発生量の推計

木造
木造建物
発生原単位

（m2/棟）×
市町村ごとの
木造床面積

（t/m2） ＝ （t/棟）

非木造
非木造建物
発生原単位

（m2/棟）×
市町村ごとの
非木造床面積

（t/m2） ＝ （t/棟）

・・・①

【復習】災害廃棄物全体量

0.5

1.2



建物解体以外に発⽣する災害廃棄物量（Y2）の推計過程

8

片付けごみ及び公物等
発生原単位
（ 53.5 ）ｔ/棟

建物解体以外に発生する
災害廃棄物量（Y2）

（ ）ｔ

全壊棟数
（ ）棟

・・・②

【復習】災害廃棄物全体量
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木造焼失棟数
（ ）棟

非木造焼失棟数
（ ）棟

全壊解体率
（ 1.00 ）

全壊解体率
（ 1.00 ）

木造焼失の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量
（ ）ｔ/棟

木造焼失の
解体棟数
（ ）棟

非木造焼失の
解体棟数
（ ）棟

焼失棟数
（ ）棟

北海道の
木造比率
（ ）％

北海道の
非木造比率
（ ）％

非木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量
（ ）ｔ/棟

非木造焼失の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

焼失建物解体に伴い発生する
災害廃棄物量（Y1）
（ ）ｔ

焼失棟数
（ ）棟

焼失建物解体以外に発生する
災害廃棄物量（Y2）
（ ）ｔ

・・・③ ・・・④

※「全壊解体率」と「建物1棟あたりの災害廃棄物発生量」は次頁を確認してください。

⽕災焼失に伴い発⽣する災害廃棄物量（Y1・Y2）の推計過程

【復習】災害廃棄物全体量

片付けごみ及び公物等
発生原単位
（ 53.5 ）ｔ/棟

木造焼失棟数
（ ）棟

非木造焼失棟数
（ ）棟

全壊解体率
（ 1.00 ）

全壊解体率
（ 1.00 ）

木造焼失の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量
（ ）ｔ/棟

木造焼失の
解体棟数
（ ）棟

非木造焼失の
解体棟数
（ ）棟

焼失棟数
（ ）棟

北海道の
木造比率
（ ）％

北海道の
非木造比率
（ ）％

非木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量
（ ）ｔ/棟

非木造焼失の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

焼失建物解体に伴い発生する
災害廃棄物量（Y1）
（ ）ｔ

・・・③

全壊解体率
火災焼失した建物は全て解体す

ると考え、解体率は「1.00」として

ください。

建物1棟あたりの災害廃棄物
発生量の推計

木造
焼失 木造建物

発生原単位

（m2/棟）×
市町村ごとの
木造床面積

（t/m2） ＝ （t/棟）

非木造
焼失 非木造建物

発生原単位

（m2/棟）×
市町村ごとの
非木造床面積

（t/m2） ＝ （t/棟）
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×

×

（100-34）

100
（％）

（100-16）

100
（％）

木造火災焼失に伴う
建物の減量率

非木造火災焼失に伴う
建物の減量率

⽕災焼失に伴い発⽣する災害廃棄物量（Y1）の推計過程

【復習】災害廃棄物全体量

0.5

1.2
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①

（ｔ）＋
②

（ｔ）

＝ （ｔ）

＋
③

（ｔ）＋
④

（ｔ）

災害廃棄物全体量

⑤

【復習】災害廃棄物全体量

組成割合

災害廃棄物全体量に組成割合を
かけて、種類別の発生量を求める。
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⑤

（ｔ） ×

柱角材

（％） ＝ （ｔ）柱角材

⑤

（ｔ） ×

可燃物

（％） ＝ （ｔ）可燃物

⑤

（ｔ） ×

不燃物

（％） ＝ （ｔ）不燃物

⑤

（ｔ） ×

コンクリートがら

（％） ＝ （ｔ）コンクリートがら

⑤

（ｔ） ×

金属くず

（％） ＝ （ｔ）⾦属くず

【復習】災害廃棄物全体量

15.3

5.4

30.0

48.5

0.8
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片付けごみ発生量の推計方法と回答欄 第3版ワークシートp29

【復習】片付けごみ発生量

14

・・・①

被害棟数

＝ （棟）

⽚付けごみ発⽣量

片付けごみ発生原単位

（棟）×

①

（t/棟）＝ （t）

Ｘ5住家一部損壊

（棟）

＋

＋

Ｘ6床上浸水

（棟）＋

Ｘ7床下浸水

（棟）

Ｘ1＋Ｘ2 全壊

（棟）

Ｘ3＋Ｘ4 半壊

（棟）＋

水害の場合

0 0

※小数点以下四捨五入

【復習】片付けごみ発生量

2.5

仮置場必要面積
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仮置場必要面積の推計方法と回答欄 第3版ワークシートp41



仮置場必要面積の推計

【参考】最大で必要となる面積の算定方法

面積 ＝ 集積量 ÷ 見かけ比重 ÷ 積み上げ高さ ×（1＋作業スペース割合）

集積量：災害廃棄物発生量（t）

見かけ比重：可燃物 0.4（t/㎥）、不燃物 1.1（t/㎥）

積み上げ高さ：5m以下が望ましい

作業スペース割合：100%

推計方法：処理期間を通して一定の割合で災害廃棄物の処理が続
くことを前提とした算定方法

面積 ＝ 集積量 ÷ 見かけ比重 ÷ 積み上げ高さ ×（1＋作業スペース割合）

集積量(t) ＝ 災害廃棄物発生量 － 処理量

処理量(t) ＝ 災害廃棄物発生量 ÷ 処理期間

見かけ比重：可燃物 0.4（t/㎥）、不燃物 1.1（t/㎥）

積み上げ高さ：5m以下が望ましい

作業スペース割合：0.8～1
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仮置場必要面積

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 【技18-2】

■仮置場必要面積の推計

資料４に示される各自治体の災害廃棄物全体量のデータから、仮置場必
要面積を推計してください。 ただし、以下の条件で推計してください。

処理期間：2.7年
見かけ比重：可燃物※1 0.4t/㎥ 、不燃物※2 1.1t/㎥
積み上げ高さ：５ｍ
作業スペース割合：１
※1 可燃物：柱角材、可燃物
※２ 不燃物：不燃物、コンクリートがら、金属くず、その他

演習問題
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推計方法

■仮置場必要面積の推計

18

イメージ図

車両の走行スペースや
分別等の作業スペース

a b＝a×作業スペース割合（0.8～１）

1年程度で全ての災害廃棄物を集め、
3 年程度で全ての処理を終えることを
想定する。処理期間を通して一定割合
で災害廃棄物の処理が続くことを想定し、
搬入量と搬出量の差に相当する量を
（最大）集積量として保管面積を求める。

高さ5m以下

■仮置場必要面積の推計
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可燃物発生量

（t）

被害棟数

処理期間

（年）÷

可燃物発生量

ー（ ） ・・・①＝ （t）（t）

不燃物発生量

（t）

処理期間

（年）÷

不燃物発生量

ー（ ） ・・・②＝ （t）（t）

可燃物集積量

不燃物集積量

（t）

① 見かけ比重

（t/ｍ3）÷

積み上げ高さ

（ｍ）÷

作業スペース割合

（× １ ＋ ） ・・・③＝ （ｍ2）

可燃物仮置場必要面積

（t）

② 見かけ比重

（t/ｍ3）÷

積み上げ高さ

（ｍ）÷

作業スペース割合

（× １ ＋ ） ・・・④＝ （ｍ2）

不燃物仮置場必要面積

④

（ｍ2）＋

③

（ｍ2） ＝ （ｍ2 ）

※全て小数点以下四捨五入で計算して下さい
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TEL/FAX住所名称

TEL:029(851)6946
FAX:029(851)6964

茨城県つくば市
御幸が丘43

①応用地質株式会社
地球環境事業部
資源循環マネジメント部

TEL:011(200)9522
FAX:011(200)9523

北海道札幌市中央区
北1条東1丁目2番5号
カレスサッポロビル7階

②応用地質株式会社
北海道事務所

E-mail担当者

jimu-hokkaido@oyonet.oyo.co.jp共有メール

nakagawara-risak@oyonet.oyo.co.jp① 髙橋 理紗⼦ たかはし りさこ

sasaki-tomoko@oyonet.oyo.co.jp② 佐々木 知子 ささき ともこ

問合せ先
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